
１ ２はじめに

現在，建設業は，過剰供給構造を背景に，受注

の減少や利益率の低下などにより従来にも増して

厳しい経営環境に直面している。特に，中小・中

堅建設業においては，コスト管理等を十分に行わ

ないまま収益性が低下している企業が少なくない

ため，ITの活用等により生産の高度化に向けた

取り組みを進めることが急務となっている。

このため，国土交通省では，中小・中堅建設業

者における生産高度化・コスト管理合理化を図る

ため，建設生産の各過程において建設業のEDI
シーアイネット

（電 子 商 取 引）の 標 準 規 約（CI―NET，
シーキャディック

C―CADEC）を用いた実証実験を実施するととも

に，有識者による研究会を設置し，ITを活用し

た現場の生産高度化およびコスト管理の合理化の

方向性等について検討を行ったところである。

今般，これらの取り組みの成果を広く普及する

ため，主に中小・中堅建設業者を対象として「建

設業 IT説明会」（主催：国土交通省，事務局：

財団法人建設業振興基金）を開催したので，その

概要について紹介する。

開催概要

説明会は，平成１６年１１月中旬から１２月初旬にか

けて五つの会場で開催し（表―１），約６００人の

方々にご参加いただいた。参加者の内訳は，総合

工事業者が約４割，専門工事業者が約３割と多

く，他はシステム関係，建設業者団体，コンサル

タント，資機材販売業者等であった（図―１）。

表―１ 説明会の開催日・開催地等

開 催 日 開催地 会 場

１１月１６日（火） 福 岡 福岡建設会館
１１月１９日（金） 大 阪 大阪合同庁舎１号館
１１月２６日（金） 名古屋 愛知県産業貿易館
１１月２９日（月） 札 幌 札幌第１合同庁舎
１２月３日（金） 高 松 高松シンボルタワー

「建設業 IT説明会」の
開催について

主に中小・中堅建設業者を対象として

国土交通省総合政策局建設業課
やまうち ひろ し

構造改善係長 山内 洋志

写真―１ 説明会の様子（高松会場）
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	 建設業の現状と今後の施策の方向性につい

て～中小・中堅建設業における ITの活用～

【国土交通省総合政策局建設業課】

現在，建設業は，過剰供給構造を背景に厳しい

経営環境に直面しており（図―２），不良・不適

格業者の排除を徹底するとともに，ITの活用な

ど経営革新を促進することにより，技術と経営に

優れた建設業者が成長することができる環境を整

備することが必要である。

建設業は，多くの関係者がさまざまな情報を共

有することにより工事を完成させる産業であり，

ITを活用することにより業務の効率化が図られ

る可能性は大きい。国土交通省では，建設業にお

けるEDI の普及を促進するため，法令で書面の

交付や書面による手続き等が定められている規定

について，ITの利用による代替措置を認めるよ

う法令を改正（平成１３年４月施行）するととも

に，技術的な基準に関するガイドラインを策定す

るなど，環境整備を図っているところである。

（ガイドラインは国土交通省のホームページから

ダウンロード可能。http : //www.mlit.go.jp/so

goseisaku/const/kengyo/it.htm）

建設業における ITの活用状況は，毎年，着実

に進展している（図―３）。国土交通省では，中

小・中堅建設業者における生産高度化・コスト管

理合理化を図るために�～�のような取り組みを

行ったところであり，今後も，ITの活用が促進

されるような取り組みを推進してまいりたい。


 建設業の生産高度化のための実証実験結果

について（概要編）【財団法人建設業振興基

金】

建設業におけるEDI については，平成３年の

写真―２ 国土交通省 鈴木課長補佐

（資料出所） 国土交通省「建設投資見通
し」「許可業者調べ」，総務省
「労働力調査」

（注）１． 投資額の平成１４年度，１５年度は
見込み，平成１６年度は見通し。

２． 許可業者数は各年度末（翌年３
月末）の値。

３． 就業者数は年平均。

図―２ 建設投資額，許可業者数，就業者数の推移
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写真―３ 財団法人建設業振興基金 星野部長

建設大臣告示「建設業における電子計算機の連携

利用に関する指針」においてCI―NETが建設業

界の標準規約として認定され，以来，財団法人建

設業振興基金が中心となってその整備・普及に努

めてきた。

CI―NETは，帳票データなど建設生産の各過程

で生じる情報を交換するための標準規約であり，

CI―NETを利用する企業間では，電話をかけるの

と同様に，共通の手続き・方法で情報の交換を行

うことができる（図―４）。

財団法人建設業振興基金では，建設生産の各過

程でCI―NETおよび C―CADECを用いた実証実

験を行い，実証実験の概要や効果等をまとめたパ

ンフレットを作成した。実証実験においては，見

積書や注文書・請書の作成に要する時間の削減，

書類の郵送費や相手方に届けるための移動時間の

削減，印紙にかかる費用の削減などさまざまな効

果が確認された（詳細は�を参照）。

さらに，実証実験において効果が確認された先

進的業務モデルを中小・中堅建設業者が導入する

際の参考となるよう，導入の流れや具体的な作業

内容等を示したマニュアルを作成した。

最近では，CI―NETを導入する建設業者が急激

に増加している（図―５）ところであり，今後と

図―３ 建設業における ITの活用状況

図―４ 建設業における EDI
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¹º関連のパンフレット等は（財）建設業振興 
基金のホームページからダウンロード可能。 
　http://www.kensetsu―kikin.or.jp/

写真―４ 株式会社さとうベネック 大柱課長代理

写真―５ 株式会社きんでん 井岡次長

写真―６ 株式会社コンストラクション・イーシ
ー・ドットコム 櫻井部長

も各種標準規約の整備や参考資料の作成などの支

援を積極的に実施してまいりたい。

� 建設業の生産高度化のための実証実験結果

について（事例編）

� 株式会社さとうべネックの事例

（１１月１６日：福岡会場）

株式会社さとうべネックと専門工事業者との間

で見積・注文業務のEDI の実証実験を行った結

果，書類作成に要する時間の削減，印紙にかかる

費用の削減等の効果が確認された。平成１６年４月

から実証実験参加企業１０社とEDI を開始し，１０

月時点で４０社とEDI を行っているところである

が，さらに平成１７年からは，九州全域で運用を開

始するほか，積算段階での見積を積極的に行い，

また，将来に向けた出来高業務の情報収集も行っ

ていく予定である。

� 株式会社きんでんの事例（１１月１９日：大阪会

場）

株式会社きんでんが幹事となり，総合工事業

者，専門工事業者，資機材販売業者の間で，電気

設備分野等の設備見積業務および設備機器見積業

務のEDI の実証実験を行った。その結果，受注

者の移動時間の短縮，図面の複写費の削減，転記

作業の削減，トータル見積回答時間の短縮等の効

果が確認された。現在は，参加企業間で実務に適

用しつつ，実証実験で明確になった課題の解決に

取り組んでいる。また，注文・納品業務への拡張

も検討を進めているところである。

� 株式会社コンストラクション・イーシー・ド

ットコムの事例（１１月２６日：名古屋会場）

株式会社コンストラクション・イーシー・ドッ

トコムのASPを活用して，出来高・請求業務の

EDI の実証実験を行ったところ，実務に適用す

る上で障害となる問題はなく，実用化が可能であ

ることが実証された。一方で，小口取引など基本フ

ロー以外の運用方法などが課題であることが明ら

かになったため，その後に改善を行った。CI―NET

を導入している企業は，業務改善や印紙にかかる

費用の削減など，投資以上の効果を得ており，今後

は地方の総合工事業者等への導入が期待される。

� 安藤建設株式会社の事例（１１月２９日：札幌会

場）

安藤建設株式会社では，見積・注文業務におい
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写真―７ 安藤建設株式会社 西村課長

写真―８ 株式会社穴吹システムズ 山岡マネー
ジャー

写真―９ 財団法人建設経済研究所 山根常務理事

てEDI を導入しており，さらにその範囲を拡大

して業務の効率化を図るため，専門工事業者との

間で出来高・請求業務のEDI の実証実験を行っ

た。その結果，出来高査定や仕訳票の作成にかか

る時間の削減等の効果が確認されたほか，専門工

事業者においても出来高報告への契約情報の転

記，明細情報の作成等にかかる時間の削減等の効

果が確認された。現在，見積・注文業務に加え，

出来高・請求業務についても社内の展開を図って

いるところである。

� 株式会社穴吹システムズの事例

（１２月３日：高松会場）

株式会社穴吹システムズが幹事となり，総合工

事業者と専門工事業者の間における見積・注文業

務のEDI の実証実験を行った。その結果，連絡・

処理時間の短縮，転記ミスや照合作業の削減，印

紙にかかる費用の削減，データの有効活用等の効

果が確認された。CI―NETは，認知度がまだまだ

不足しており，また，取引相手によっては従来業

務との併用が残ってしまうなどの阻害要因もある

ため，業界全体で啓蒙普及活動を行っていく必要

がある。

� ITを活用した現場の生産高度化およびコ

スト管理の合理化について【財団法人建設経

済研究所】

ブロードバンドの普及など近年のインターネッ

ト技術の発展は，情報の共有によるコミュニケー

ションの円滑化を促進し，個人がバラバラに行っ

ていた仕事からチームで協働する仕事へと，業務

を効率化させる可能性を秘めている。

財団法人建設経済研究所では，「技術」と「経

営」に優れた企業の育成に向けて，施工の効率化

とコスト管理の合理化に向けた検討を行った。

� 「e施工管理」のすすめ

建設現場においては，コスト削減のための現場

の少人数化，業務の専門化・分業化に伴う関係者

間のコミュニケーションの複雑化などさまざまな

課題を抱えており，情報共有によって施工管理を

効率化することが急務となっている。「e施工管

理」とは，情報基盤で下支えされた施工管理であ

り，コストや時間の無駄の削減，業務のスピード

アップ，チームワークの強化等の効果が期待され

る。

「e施工管理」を導入するに当たっては，業務

改善や社員教育を行いながら，それに応じて段階

的に ITを導入するなど，着実にステップアップ

していくことが必要である（図―６）。

「e施工管理」を実現するためには，従来の業

務のやり方を見直すとともに，情報共有の重要性

を徹底させるなど情報に対する意識改革を行うこ

とが必要であり，成功するかどうかは経営者のリ

ーダーシップにかかっていると言っても過言では

ない。
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»関連のパンフレット等は財団法人建設経済研 
究所のホームページからダウンロード可能。 
　http://www.rice.or.jp/
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写真―１０ 経済産業省 木島係長

� 「経営コックピット」の構築を目指して

建設業では，いまだに「ドンブリ勘定」が残っ

ており，コスト管理の合理化が欠かせない。「経

営コックピット」とは，経営者が企業の経営判断

に必要な情報を素早く把握し，的確かつ迅速な判

断を行うことができるように必要なシステムを構

築するものであり，有効に活用することにより，

経験と勘に頼っていた経営から，数値に基づく経

営，目に見える経営へと発展することが可能とな

る。

IT化に積極的な中小・中堅建設業者２７社に，

業務管理レベルと IT活用レベルを自己診断して

いただいた結果，IT活用レベルが高く，また，

業務管理レベルとのバランスが良い企業ほど，営

業利益率が高いことが明らかになった（図―７）。

コスト管理の合理化のためには，実行予算を中

心にした PDCAサイクルを正確かつ迅速にまわ

すことが必要であり，業務ルールの整備や社員教

育の実施によって業務管理レベルを上げながら，

着実に IT化を進めることが必要である。


 中小・中堅企業の IT投資支援策について

【経済産業省商務情報政策局】

経済産業省が行っている中小・中堅企業向けの

IT投資支援策の例をいくつか紹介する。建設業

関係者の方々も積極的に活用していただければ幸

いである。

� ITSSP 事業（戦略的情報化投資活性化支援

事業）

経営戦略と ITの双方に通じた ITコーディネ

ータ（図―８）等の専門家を活用し，中小企業の

経営戦略に基づく IT利活用を促進するものであ

り，事例発表会や情報提供など IT導入の必要性

に気づいていただくためのきっかけ作り，効果的

IT活用のための経営者研修会の開催，計画書策

定コンサルティングなど幅広く支援を行ってい

る。

� IT 経営応援隊

ITSSP 事業等の理念を踏まえ，その具現化・

加速化を図るため，中小・中堅企業の経営改革や

ITの活用に携わる関係者が協力して中小・中堅

企業の経営改革を応援する。具体的には，中小・

図―６ 「e施工管理」の導入ステップ

図―７ 業務管理レベルと IT活用レベルのバラ
ンスと営業利益率の関係
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中堅企業向けの分かりやすい教科書・参考書を作

成し，セミナー等による啓蒙普及活動等を行う。

また，地域 IT経営応援隊を立ち上げ，関係者の

協力の下に地域に根ざした中小・中堅企業の IT

化支援を行う。

� IT 投資促進税制

本税制は，青色申告を行う法人または個人事業

者が適用を受けることができる制度であり，IT

投資に係る対象設備の取得金額に対して，税額控

除１０％または特別償却５０％を選択することができ

る。

従来の投資減税に比較して，�ア対象企業規模が

拡大，�イソフトウェア投資も対象，ハードウェア

の対象機器拡大，�ウ減税の措置内容が大きく拡

大，�エ中小・中堅企業（資本金３億円以下）はリー

ス投資も税額控除の対象，�オ税額控除と特別償却

が企業の状況に応じて自由に選択可能などの特徴

がある（図―９）。

（パンフレット等は経済産業省

のホームページからダウンロード

可 能。http : //www.meti.go.jp/

policy/it_policy/investment/it_

inv.2.htm）

おわりに

国土交通省では，これまでの取

り組みで明らかになった課題等に

ついてさらに検討を進めるととも

に，取り組みの成果を広く普及するため，本説明

会のアンケート結果を有効に活用してさらに効果

的な説明会を開催するなど，今後も関係機関と連

携して建設業における ITの活用を促進すること

が重要と考えているところである。

最後に，業務ご多忙の中で本説明会にご参加い

ただいた方々と，本説明会の開催に当たってご協

力いただいた方々に，この場をかりて厚く御礼を

申し上げる次第である。

※本説明会で使用したプレゼンテーション資

料については，財団法人建設業振興基金の

ホームページ（http : //www.kensetsu―

kikin.or.jp/）から PDFファイルをダウン

ロードすることが可能である。あわせて，

以下の関連記事もご覧いただけると幸いで

ある。

【関連記事】

・建設業の生産高度化のための実証実験結果

について（２００４年６月号 p．５０～５５）

・ITを活用した現場の生産高度化について

～「e施工管理」のすすめ～（２００４年９月

号 p．４７～５２）

・ITを活用したコスト管理の合理化につい

て～「経営コックピット」の構築を目指し

て～（２００４年１０月号 p．４０～４６）

・建設業の生産高度化に向けた先進的業務モ

デルの導入方法について（２００４年１２月号

p．４９～５５）

図―８ ITコーディネータの県別・地域別分布
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